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☆中小企業における知財マネジメントの基本①
　中小企業における特許・実用新案の知財マネジメント ⑴

１．はじめに
　一連の「中小企業における知財マネジメントの基
本」の冒頭にあたり、本稿では主に「特許・実用新
案の知財マネジメント」を対象とするが、「中小企業
の知財マネジメント」について考えるに先立ち、知
的資産経営における「知的資産」と「知財（知的財
産）」の関係を確認しておきたい。

　「知的資産」と「知的財産」とは混同されやすい。
まず、「知的財産」は、特許権、実用新案権、意匠
権、商標権、著作権等の権利化され法的に保護され
た財産権である知的財産権に、権利化になじまない、
あるいは権利化する制度がないノウハウ、営業秘密、
ブランド等の無形の財産を加えた概念である。そし
て、「知的資産」は、この知的財産に、実際の企業
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等の活動において必須とされる人的資産（従業員の
技能、経営者の能力やカリスマ性など）や経営理念、
組織力、ネットワークといった、人間の知力によっ
て生み出された無形の資産までを含めた概念とされ
ている。

無形資産
ex.）借地権、電話加入権等

知的資産
ex.）人的資産、組織力、経営理念、
　　顧客とのネットワーク、技能等

知的財産
ex.）ブランド、営業秘密、ノウハウ等

知的財産権
ex.）許権、実用新案権、
　　著作権等

知
的
資
産

（経済産業省ウェブサイトより）

　企業の価値や経営状況は一般には決算書等の財務
諸表で語られるが、それはあくまで所定の期間にお
ける「結果」としての数値に過ぎず、企業経営を継
続・発展させるための「源泉」はこの「知的資産」
にある。もちろん、資金や、土地、施設、設備といっ
た有形の資本は企業経営の基盤であるが、企業経営
の「競争優位」の源泉は「知的資産」であるといえる。
　その上で、本稿における「知財マネジメント」に
ついては、特許権・実用新案権、及び権利化できな
い「ノウハウ」を「知財（知的財産）」として取り扱う。
　さて、「知財マネジメント」とはなにかについては、
出典としてはやや旧いものの、日経文庫「知財マネ
ジメント入門」（2004年）が体系的に解説している。
　同書によると、「知財マネジメント」は、知財に関
わる企業経営（すなわち知的資産経営）上の局面に
対応して、①知財の創造、②知財の権利化、③知財
の活用、④知財の紛争処理、⑤知財インフラの構築　
の各要素から構成される。
　知的資産経営ではまず、優れた知識・ノウハウな
どを創造し（①知財の創造）、生み出した知識・ノ
ウハウを企業の知的資産として権利化して保護し
（②知財の権利化）、この知的資産を社内で製品化あ
るいは他社へのライセンス供与などによって事業化
して利益につなげる（③知財の活用）ことによって、
企業の成長や競争優位を図る。そして、こうした知
財の活用が再び新たな知財の創造へのきっかけにも
なり、知財の創造・権利化・活用が一連のスパイラ
ル・プロセスとして企業経営の質を向上させる。

　一方、このスパイラル・プロセスの各段階におい
て、知財をめぐる企業内外の紛争が関わるし（④知
財の紛争処理）、このスパイラル・プロセスを動か
し、紛争に対応するために、知財活動を担う人材の
育成や組織・制度、企業内外のネットワークを整備
することが必要となる（⑤知財インフラの構築）。

知財マネジメントの５つの要素

（筆者作成）

　本稿では、前記の５つの知財マネジメントの構成
要素のうち、スパイラル・プロセスに関わる　①知
財の創造、②知財の権利化、③知財の活用を中心に、
大企業と対比しつつ中小企業の知財マネジメントの
課題やあり方について考えたい。

２．知財の創造
１）企業の経営戦略における知財の創造

企業活動における「知財の創造」とは、研究開
発の成果である「技術知識の創造」である。もち
ろん、技術知識の創造は大学等の研究機関でも行
われているが、そこでは「研究開発」のうち専ら
「研究」にウエイトが置かれる。結果的に製品や事
業の形で社会に応用可能な技術知識が創出される
としても、研究機関における「研究」では、特定
の応用を意識せず自然現象についての新たな知見
を得ることが第一義的な目的とされる場合が多い。
これに対し、企業における技術知識の創造は、
それが基礎研究の段階から着手されるとしても、
特定の用途への応用を意識した新しい技術や製品、
材料、装置・機械などの創造や改良を意味する「開
発」が不可欠であり、生み出される技術は、その
先進性や質に加えて必ず製品・事業への展開の可
能性が求められる。すなわち、企業活動における


